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本マニュアルは、「県発注工事における社会保険等加入対策につ

いて」（平成 29 年 11 月 1 日付け、技管第１０２１号（以下「本通

知」という。））に関する事務処理や各種様式の参考例を示したも

のである。 
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１ 社会保険等加入対策に係る事務処理要領 

Ⅰ 目 的 

建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保や予定価格に含まれる法定福利費 

の適正な確保及び適切に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築を目 

的に実施する、「一次下請業者は社会保険等加入建設業者に限定」する対策の事 

務処理を適切かつ円滑にすることを目的とする。 

Ⅱ 社会保険等加入対策内容 

（１）対象となる一次下請業者は、建設業許可を有する業者（建設業法（昭和 24 年 

法律第 100 号）第２条第３項に定める建設業者）で、下記の社会保険の届出 

が義務づけられている業者。 

・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 

・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の 

義務 

・雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

（２）違反した場合には、元請業者に対して指名停止措置、工事成績評定減点を実 

施。 

（３）特別の事情があると発注者が認める場合は、未加入業者を下請契約の相手方 

とすることができる。ただし、一定期間内に加入手続きを行う必要がある。 

※「特別の事情」とは、 

・応急工事を緊急に行う必要がある場合 

・特殊な技術、機器又は設備（以下「特殊技術等」という。）が必要とさ 

れる工事で、そうした特殊技術等を有する者と下請契約しなければ目的 

を達成することができない場合で、その下請企業でなければ本工事を施 

工できないと認められる場合 

※「一定期間」とは、概ね３０日間。 

Ⅲ 対象工事 

山梨県森林環境部、農政部、県土整備部及び企業局が発注する建設工事。 

Ⅳ 受発注者が行う事務手続き 

（１）元請業者は、下請業者の社会保険等加入状況を確認し、施工体制台帳を作成 

し、発注者に提出。 

（２）発注者は、施工体制台帳により、下請業者の社会保険等加入状況を確認。 

（３）未加入があった場合は、工事打合せ簿（様式①）により、「特別の事情」を記 

載した書面を概ね７日間までに提出するよう通知。通知後、「未加入」が「適 

用除外」と判明した場合は、誓約書（様式Ａ）を提出。 
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（３）－１「特別の事情」の申請書未提出の場合 

・契約違反となるため、元請業者への措置を講ずる通知を発出。（様式Ｄ－１） 

また、違反状態が継続しているため、工事打合せ簿（様式②）により、加入 

するよう指導。 

  ・発注機関の長は、工事事故報告書を作成し報告。 

（３）－２「特別の事情」の申請書（様式Ｂ）提出の場合 

・発注機関の長は、提出された申請書の内容を確認し、特別の事情の有無を 

決定。 

（３）－２－１ 有すると認められない場合 

    （３）－１と同一。（様式Ｄ－２、様式③） 

（３）－２－２ 有すると認められた場合 

認めた旨を通知し、概ね３０日以内に保険加入することの 

できる確認書類の提出を併せて通知。（様式Ｃ） 

 （３）－２－２－１ 確認書類未提出 

  （３）－１と同一。（様式Ｄ－３、様式④） 

（３）－２－２－２ 確認書類提出 

     契約違反なし。 

※ 別紙「２ 社会保険等加入業者限定に係る事務手続きフロー」参照 

注）施工体制台帳は、元請業者と下請業者との契約後に発注者に 

提出されるものである。また、契約を交わした時点で、社会 

保険等加入対策に係る事務処理の対象となる。このため、 

提出された施工体制台帳の再提出は認められない。 
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施工体制台帳により加入状況を確認
【工事監督員等】

　　

　　　　２　　社会保険等加入対策に係る事務手続フロー

   特別の事情の有無の決定
    【発注機関の長】
　　・詳細調査　・ヒアリング

未加入 加入・適用除外

○受注者に、書面にて当該下請契約を締結した具体的な理由を記載した書面を

提出するよう（工事打合簿で）通知。【工事監督員等】（様式①、様式Ａ又は様式Ｂ）

「理由書」未提出 「理由書」提出

特別の事情を有すると認めた場合
特別の事情を有すると

認められない場合

○特別の事情を有すると認めた旨を通知

（様式Ｃ）

「指定期間内（概ね３０日間）に保険加入を

確認できる書類を提出するよう指示」

確認終了

確認書類未提出

（未加入）

（※速やかに提出を求める 概ね７日間）

確認書類提出

（加入）

指名停止措置 工事成績評定減点

工事事故報告書提出【発注機関の長】

（イ）元請業者

への措置に

関する通知

（様式Ｄ－１）

（イ）と同一

（様式Ｄ－３）

（イ）と同一

（様式Ｄ－２）

（ロ）と同一

（様式③）
（契約違反の

状態が継続

している場合）

（ロ）加入指導

する旨を通知

【工事監督員】

（様式②）

（ロ）と同一

（様式④）

（３）－１ （３）－２

（３）－２－１ （３）－２－２

（３）－２－２－１ （３）－２－２－２
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３ 社会保険等加入対策 

Ｑ＆Ａ集 

Ｑ１：社会保険等の加入の義務づけとは？

Ｑ２：社会保険等に未加入とは、どういう場合か？

Ｑ３：発注者は、一次下請業者の社会保険等加入状況をどのように確認す

るのか？

Ｑ４：施工体制台帳による確認において、社会保険等の加入状況が「未加 

入」とされている下請負人について、受注者による加入指導を行っ 

た結果、当該下請負人が当該未加入の社会保険等の「適用除外」と 

判明した場合、どのような書類を提出させるのか。 

Ｑ５：社会保険等未加入建設業者と一次下請の契約を締結した場合は、

いかなる場合も契約違反となるのか

Ｑ６：「特別の事情」とは、具体的にどのような場合？

Ｑ７：「指定期間内」とは、どの程度の期間か？

  Ｑ８：「特別の事情」の申請期間や加入指導期間等の期日の起算日はいつか

らか？

Ｑ９：契約違反した場合の措置は、どのような処分となるのか？

Ｑ10：二次以下の下請契約においても、社会保険等未加入業者との契約が 
禁止となるか？

Ｑ11：社会保険等の「適用除外」となる建設業者の条件は何か？ 
Ｑ12：適用除外の場合、加入と未加入のどちらの扱いとなるか？ 
Ｑ13：建設業者としての社会保険等の加入状況を確認するのか、それとも 

個々の労働者の加入状況を確認するのか？

Ｑ14：元請負業者は、下請業者の社会保険等の加入状況をどのように確認 
すればよいか？

Ｑ15：未加入だった業者が社会保険等に加入した場合、どのような書類を

もって「確認書類」とするのか？

Ｑ16：受注者が加入だと認識していたが、下請負人の虚偽等により実は未

加入であったことが、後日判明した場合、受注者はペナルティの対 

象となるのか。 

Ｑ17：警備業、運搬業など、建設業に関連する業種も対象になるのか？
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Ｑ１：社会保険等の加入の義務づけとは？

Ａ１：健康保険、厚生年金保険、雇用保険の３保険

・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 
・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

の義務

・雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

Ｑ２：社会保険等に未加入とは、どういう場合か？

Ａ２：社会保険等に未加入とは、社会保険等の適用を受ける事業所でありなが

ら、各保険の適用に関する届出義務を果たしていない場合、すなわち、

法律上、保険に加入しなければならないにもかかわらず、加入していな

い場合をいう。

また、３保険のうち一つでも届出義務を果たしていないものがあれば、

未加入となる。

従業員の雇用形態等により、各保険の適用が除外され、法律上の加入義

務がない場合は「適用除外」となり、県発注工事の下請業者となること

は問題ない。

社会保険等において、一人親方や常用雇用の従業員等の考え方について

は、その働き方によって総合的に判断されるので、詳細な内容は年金事

務所等に確認。

Ｑ３：発注者は、一次下請業者の社会保険等加入状況をどのように確認するの

か

Ａ３：施工体制台帳の社会保険等加入状況欄により確認する。

Ｑ４：施工体制台帳による確認において、社会保険等の加入状況が「未加入」 

とされている下請負人について、受注者による加入指導を行った結果、 

当該下請負人が当該未加入の社会保険等の「適用除外」と判明した場合、 

どのような書類を提出させるのか。 

Ａ４：通常、監督職員が施工体制台帳上で「適用除外」であることを確認した 

場合は、施工体制台帳以外の書面の提出は必要ない。 

一方、「未加入」と記載のある施工体制台帳が発注者に提出されており、 

それとの整合を図るため、当該未加入の社会保険等について適用除外で 

あることの誓約書を発注者に対して提出いただきたいと考えている。 
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Ｑ５：社会保険等未加入建設業者と一次下請の契約を締結した場合は、いかな

 る場合も契約違反となるのか？

Ａ５：建設業許可を有していない社会保険等未加入業者との下請契約について

は、工事請負契約書上の禁止事項ではない。しかし、受注者においては、

建設業の持続的な発展に必要な人材の確保等の観点から、社会保険等に

加入指導を行う。

県（発注者）としても、未加入業者に対し、加入指導を行う。

また、建設業許可を有している場合であっても、受注者から社会保険等

未加入建設業者と一次下請契約を締結した具体的な理由を記載した書面

を提出させ、社会保険等未加入建設業者と一次下請契約を締結しなけれ

ば工事の施工が困難となるなどの特別の事情が存在すると発注者が認め

た場合、受注者が、発注者の指定する期間内に社会保険等未加入業者が

社会保険等に加入した事実を確認し、当該事実を確認することができる

書類を提出した場合は、契約違反とならない。

Ｑ６：「特別の事情」とは、具体的にどのような場合？

Ａ６：「特別の事情」を有する場合とは

・災害に伴う堤防崩壊や道路陥没等の応急工事を緊急に行う必要がある

場合

・設計図書等で示している特殊な技術、機器又は設備（以下「特殊技術

等」という。）が必要とされる工事で、そうした特殊技術等を有する者

と下請契約しなければ目的を達成することができない場合で、その下

請企業でなければ本工事を施工できないと認められる場合

○「特別の事情」に該当するか否かについては、個々の事案が発生した

際、その内容や背景等を十分に確認した上で、個別に判断するものと

する。（確認方法：受注者からの提出資料や受注者からのヒアリング

による）

Ｑ７：「指定期間内」とは、どの程度の期間か？

Ａ７：社会保険等の加入手続に必要と考えられる期間として、概ね３０日間

を想定している。

Ｑ８：「特別の事情」の申請期間や加入指導期間等の期日の起算日はいつから 

か？

Ａ８：期間については、発注者から受注者に対して行った通知文の日付を１日 

目として起算するものとする。 
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Ｑ９：契約違反した場合の措置は、どのような処分となるのか？

Ａ９：社会保険等未加入業者と一次下請契約を締結した場合は、「山梨県建設工

事請負契約に係る指名停止等措置要領」に基づき、元請業者に対して

指名停止措置を行う。

また、当該指名停止に伴い、工事成績評定点減点する。

Ｑ10：二次以下の下請契約においても、社会保険等未加入業者との契約が禁止 
となるか？

Ａ10：受注者と締結する建設工事請負契約書では、受注者が締結する一次 
下請契約について、社会保険等未加入業者との契約を禁止するもの。

二次以下の下請契約については、契約書上の禁止事項ではないが、受注

者において、建設業の持続的な発展に必要な人材の確保等の観点から、

社会保険等に加入するよう指導していく。

Ｑ11：社会保険等の「適用除外」となる建設業者の条件は何か？ 
Ａ11：健康保険及び厚生年金保険については、一人親方や常用雇用の従業員が 

５人未満である個人事業主は適用除外になる。

雇用保険については、一人親方や被保険者となる労働者がいない法人や

個人事業主は適用除外になる。

（社会保険等において、一人親方等の考え方については、その働き方によ

って総合的に判断されるので、詳細な内容は、年金事務所等に確認。）

Ｑ12：適用除外の場合、加入と未加入のどちらの扱いとなるか？ 
Ａ12：加入と同等の扱い 

Ｑ13：建設業者としての社会保険等の加入状況を確認するのか、それとも個々 
の労働者の加入状況を確認するのか？

Ａ13：今回の取り組みは、健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法に基づき、 
加入義務のある建設業者が適切な保険に加入していることを確認する

もの。

したがって、建設業者の加入状況を確認。

なお、法令により適用除外となる者（一人親方など）や加入企業に所属 

する（個人負担保険料未納の）現場作業員を個別に排除するものではな 

い。 
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Ｑ14：元請負業者は、下請業者の社会保険等の加入状況をどのように確認すれ 
ばよいか？

Ａ14：元請業者は、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（国土交 
通省）を踏まえ、必要に応じ、保険料の領収済通知書等関係資料のコピ

ーを提示させるなど、真正性の確保に努める。

Ｑ15：未加入だった業者が社会保険等に加入した場合、どのような書類をもっ

て「確認書類」とするのか？

Ａ15：原則として、厚生労働省年金局、労働局、職業安定所から発行される次

の書類の写しを提出させることにより確認することとしている。 

＜健康保険又は厚生年金保険＞ 

・「領収証書」（参考資料①） 

・「社会保険料納入証明（申請）書」（参考資料②） 

・「資格取得確認および標準報酬決定通知書」（参考資料③） 

＜雇用保険＞ 

・「領収済通知書」（参考資料④－１）及び 

「労働保険概算・確定保険料申告書」（参考資料④－２） 

・「雇用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知用）」 

（参考資料⑤）  

Ｑ16：受注者が加入だと認識していたが、下請負人の虚偽等により実は未加入

であったことが、後日判明した場合、受注者はペナルティの対象となる 

のか？ 

Ａ16：受注者にペナルティを課すかどうかは、下請負人の虚偽等に対して受注

者にどの程度の過失があったのかなどの調査をし、個別の事情を踏まえ、 

総合的に判断することとなる。調査により、故意に虚偽の記載を行った 

ことが判明した場合は、元請業者は施工体制台帳の虚偽記載に基づく処 

分の対象となる場合がある。 

Ｑ17：警備業、運搬業など、建設業に関連する業種も対象になるのか？ 
Ａ17：建設工事の請負契約に該当しない資材納入や調査業務、運搬業務などに 

かかる下請業者等については、建設業法による建設業ではないため、対象

とはならない。 
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４ 各種様式例 

（様式Ａ【適用除外誓約書】） 

平成  年  月  日 

○○○○事務所長 殿 

○○○○建設株式会社 

代表者 □□ □□ 印 

適用除外誓約書 

別紙の理由により、今般当社が受注した○○工事において、当社の下請負人 

である◇◇組には、○○保険法第○条に規定する届出の義務はありません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を 

被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

以上のことについて誓約します。 
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（様式Ａ【適用除外誓約書】） 

（別紙） 

（健康保険・厚生年金保険） 

□従業員５人未満の個人事業所であるため。

□その他の理由

（「その他の理由」を選択した場合） 

平成○年○月○日、関係機関（○○年金事務所○○課）に問い合わせを行 

い判断しました。 

（雇用保険） 

□役員のみの法人であるため。

□その他の理由

（「その他の理由」を選択した場合） 

平成○年○月○日、関係機関（ハローワーク○○ ○○課）に問い合わせ 

を行い判断しました。 
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（様式Ｂ【特別事情申請書】） 

平成  年  月  日 

○○○○事務所長 殿 

○○○○建設(株) 

代表者 □□ □□ 印 

◇◇組を下請負人とした特別の事情の認定の申請について 

平成○年○月○日付けで○○○○事務所と契約締結いたしました「○○工事」 

について、◇◇組が○○法第○条の規定による届出をしていないことが確認さ 

れましたが、下記のとおり当社は◇◇組を下請負人とする必要があるため、工 

事請負契約書第７条の２第２項に定める特別の事情を有することの認定を申請

します。 

特別の事情：○○のため 
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（様式Ｃ【特別の事情認定】） 

平成  年  月  日 

○○○○建設(株) 

代表者 □□ □□ 殿 

○○○○事務所長 

工事請負契約書第７条の２第２項に定める特別の事情の認定等 

について 

平成○年○月○日付けで貴社と契約締結した「○○工事」については、一次 

下請である「◇◇組」が○○法第○条の規定による届出をしていないことが確 

認されましたが、平成○年○月○日付けで貴社が提出した資料（及び平成○年 

○月○日に実施したヒアリング結果）に基づき、貴社が工事請負契約書第７条

の２第２項に定める特別の事情を有するものと認めます。 

ついては、平成○年○月○日【本通知をした日から概ね30日間】までに、「◇

◇組」が○○法第○条の規定による届出をした事実を確認することのできる書 

類を提出して下さい。当該期間内に提出がない場合は、工事請負契約書第７条 

の２第１項の規定に違反することとなりますので併せて通知します。 
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（様式Ｄ－１【違反への措置（特別事情申請書提出なし）】） 

平成  年  月  日 

○○○○建設(株) 

代表者 □□ □□ 殿 

○○○○事務所長 

工事請負契約書第７条の２第１項に定める違反への措置について 

平成○年○月○日付けで貴社と契約締結した「○○工事」については、一次 

下請である「◇◇組」が○○法第○条の規定による届出をしていないことが確 

認されました。 

 そのため、平成○年○月○日付けで、貴社に対して、当該社会保険等未加入 

建設業者を下請負人としなければならない特別の事情を記載した書面を提出す 

るよう通知しましたが、期限である平成○年○月○日までに提出がありません 

でしたので、工事請負契約書第７条の２第２項に定める特別の事情を有しない 

ものとみなしました。 

ついては、同条第１項の規定に違反することとなりますので通知します。 
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（様式Ｄ－２【違反への措置（特別の事情なし）】） 

平成  年  月  日 

○○○○建設(株) 

代表者 □□ □□ 殿 

○○○○事務所長 

工事請負契約書第７条の２第１項に定める違反への措置について 

平成○年○月○日付けで貴社と契約締結した「○○工事」については、一次 

下請である「◇◇組」が○○法第○条の規定による届出をしていないことが確 

認され、平成○年○月○日付けで、貴社が提出した資料（及び平成○年○月○ 

日に実施したヒアリング結果）によれば、（【理由】）貴社が工事請負契約書

第７条の２第２項に定める特別の事情を有するものと認められませんでした。 

ついては、同条第１項の規定に違反することとなりますので通知します。 

 【理由】の記載例 

・必ずしも◇◇組でなければ本工事を施工できないとは認められないため。 

・○○機械については、必ずしも特殊なものではないため。 

 
14



（様式Ｄ－３【違反への措置（特別の事情あり・確認書類提出なし）】） 

平成  年  月  日 

○○○○建設(株) 

代表者 □□ □□ 殿 

○○○○事務所長 

工事請負契約書第７条の２第１項に定める違反への措置について 

平成○年○月○日付けで貴社と契約締結した「○○工事」については、一次 

下請である「◇◇組」が○○法第○条の規定による届出をしていないことが確 

認されました。 

しかしながら、平成○年○月○日付けで貴社が提出した資料（及び平成○年 

○月○日に実施したヒアリング結果）に基づき、貴社が工事請負契約書第７条

の２第２項に定める特別の事情を有するものと認めたため、平成○年○月○日 

までに、「◇◇組」が○○法第○条の規定による届出をした事実を確認するこ 

とができる書類を提出するよう通知しましたが、当該期間内に提出がありませ 

んでした。 

ついては、同条第１項の規定に違反することとなりますので通知します。 
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５　工事打合せ簿記載例

様式①

所
　
長

次
　
長

施
工
管
理
幹

課
　
長

　
担
　
当

工　事　打　合　簿

（注）打合わせの都度２部作成し、各々保管する。

　添付図　　葉、その他添付図書

事情を記載した書面（以下「特別事情申請書（別紙様式Ｂ）」という。）を提出するよう通

知します。

　なお、当該期間内に特別事情申請書（別紙様式Ｂ）が提出されなかった場合は、特別の

事情を有しないものとみなします。

工 事 名

工事場所

受注者名

○○○事業費

○○河川工事

甲府市丸の内地内

○○建設(株)

（内 容）

　平成○○年○○月○○日、施工体制台帳を確認したところ、一次下請「○○○組」が社会

　また、特別事情申請書によっても当該社会保険等未加入業者を下請人としなければ工事の

施工が困難となるなど特別の事情を有すると発注者が認めなかった場合には、同条第１項の

規定に違反することになりますので、併せて通知します。

保険等未加入業者と確認されました。

　そのため、工事請負契約約款第７条の２第２項の規定に基づき、平成○年○月○日【本通

知から概ね７日】までに、当該社会保険等未加入業者を下請人としなければならない特別の

発議年月日 平成　　　年　　　月　　　日

○○建設事－１７－００００契約番号

事 業 名

発 議 者

発議事項

■発注者　□受注者

□指示 □承諾 □協議 □提出 □報告 ■通知 □その他（ 　　　　　　　  ）

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。

発
注
者

受
注
者

処
　
理
・
回
　
答

主任(監理)技術者 印     　 　   平成　　　年　　　月 　　

監督員 印     　　    平成　　　年　　　月 　　

□その他（ 　　 　  ）
現場代理人 印

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）
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様式②

所
　
長

次
　
長

施
工
管
理
幹

課
　
長

　
担
　
当

主任(監理)技術者 印     　 　   平成　　　年　　　月 　　

（注）打合わせの都度２部作成し、各々保管する。

お願いします。

　添付図　　葉、その他添付図書

処
　
理
・
回
　
答

発
注
者

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）

監督員 印     　　    平成　　　年　　　月 　　

受
注
者

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）

現場代理人 印

され、工事請負契約書第７条の２第２項の規定に基づき、平成○○年○○月○○日までに当

該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければならない特別の事情を記載した書面

（以下「特別事情申請書」という。）を提出するよう通知しましたが、当該期間内に特別事

情申請書が提出されず、同条第１項の規定に違反している状態が継続しています。

　そのため、貴社において、当該一次下請業者が、未加入の社会保険に加入するよう指導を

　平成○○年○○月○○日、社会保険等未加入建設業者（一次下請　「◇◇建設」）が確認

契約番号 ○○建設事－１７－００００

事 業 名 ○○○事業費

工 事 名 ○○河川工事

工事場所 甲府市丸の内地内

受注者名 ○○建設(株)

（内 容）

発議事項 □指示 □承諾 □協議 □提出 □報告 ■通知 □その他（ 　　　　　　　  ）

工　事　打　合　簿

発 議 者 ■発注者　□受注者 発議年月日 平成　　　年　　　月　　　日
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様式③

所
　
長

次
　
長

施
工
管
理
幹

課
　
長

　
担
　
当

　そのため、貴社において、当該一次下請業者が、未加入の社会保険に加入するよう指導を

主任(監理)技術者 印     　 　   平成　　　年　　　月 　　

（注）打合わせの都度２部作成し、各々保管する。

○○日付けで特別の事情を有しないと認めた旨及びその理由を通知したところであり、当該

　添付図　　葉、その他添付図書

処
　
理
・
回
　
答

発
注
者

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）

監督員 印     　　    平成　　　年　　　月 　　

受
注
者

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）

現場代理人 印

お願いします。

され、工事請負契約書第７条の２第２項の規定に基づき、平成○○年○○月○○日までに当

社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければならない特別の事情を記載した書面（以

下「特別事情申請書」という。）を提出するよう通知したところ、平成○○年○○月○○日

に貴社より特別事情申請書が提出されました。

　しかし、同号に定める特別の事情を有すると認められなかったため、平成○○年○○月

通知後においても同条第１項の規定に違反している状態が継続しています。

　平成○○年○○月○○日、社会保険等未加入建設業者（一次下請　「◇◇建設」）が確認

契約番号 ○○建設事－１７－００００

事 業 名 ○○○事業費

工 事 名 ○○河川工事

工事場所 甲府市丸の内地内

受注者名 ○○建設(株)

（内 容）

発議事項 □指示 □承諾 □協議 □提出 □報告 ■通知 □その他（ 　　　　　　　  ）

工　事　打　合　簿

発 議 者 ■発注者　□受注者 発議年月日 平成　　　年　　　月　　　日
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様式④

所
　
長

次
　
長

施
工
管
理
幹

課
　
長

　
担
　
当

主任(監理)技術者 印     　 　   平成　　　年　　　月 　　

（注）打合わせの都度２部作成し、各々保管する。

が、平成○○年○○月○○日までに、当該一次下請業者が、未加入の社会保険等につき届出

　添付図　　葉、その他添付図書

処
　
理
・
回
　
答

発
注
者

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）

監督員 印     　　    平成　　　年　　　月 　　

受
注
者

　上記について □指示・□承諾・□協議・□提出・□通知・□受理　します。
□その他（ 　　 　  ）

現場代理人 印

第１項の規定に違反している状態が継続しています。

　そのため、貴社において、当該一次下請業者が、未加入の社会保険に加入するよう指導を

お願いします。

され、工事請負契約書第７条の２第２項の規定に基づき、平成○○年○○月○○日までに当

該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければならない特別の事情を記載した書面

（以下「特別事情申請書」という。）を提出するよう通知し、平成○○年○○月○○日に貴

社より特別事情申請書が提出されたところです。

　当該特別事情申請書について、貴社が同号に定める特別の事情を有すると認められました

をした事実を確認することができる書類（以下「確認書類」という。）が提出されず、同条

　平成○○年○○月○○日、社会保険等未加入建設業者（一次下請　「◇◇建設」）が確認

契約番号 ○○建設事－１７－００００

事 業 名 ○○○事業費

工 事 名 ○○河川工事

工事場所 甲府市丸の内地内

受注者名 ○○建設(株)

（内 容）

発議事項 □指示 □承諾 □協議 □提出 □報告 ■通知 □その他（ 　　　　　　　  ）

工　事　打　合　簿

発 議 者 ■発注者　□受注者 発議年月日 平成　　　年　　　月　　　日
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参考資料① 【健康保険・厚生年金保険】領収証書

-48-

（１）業者名と一致しているか確認

（２）適切な数値が
入っていれば可
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参考資料② 【健康保険・厚生年金保険】社会保険料納入証明書

-49-

（１）業者名と一致しているか確認

（２）適切な数値が
入っていれば可
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参考資料③【健康保険・厚生年金保険】
資格取得確認および標準報酬決定通知書 （様式）

-51-
（１）業者名と一致しているか確認
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参考資料④－１ 【雇用保険】 領収済通知書（様式）

-53-

（１）参考資料④－２の番号と一致しているか確認

（２）適切な数値が
入っていれば可

（３）参考資料④－２の額
と一致しているか確認

必ず④－２と
セットで確認
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参考資料④－２ 【雇用保険】労働保険概算・確定保険料申告書（様式）

-52-

（３）で照合する箇所

（１）で照合する箇所

（５）業者名と一致しているか確認

必ず④－１と
セットで確認

（４）どちらかに適切
な数値が入っていれ
ば可
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参考資料⑤ 【雇用保険】雇用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知用）（様式）

-54-

（１）業者名と一致しているか確認
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年 月 日

　

　

　

工事業

工事業

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

知事　一般

下請契約

名　　　　　　　　　称

自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

　　年　　月　　日

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

発 注 者 名
及 び

住 所

工 期

元請契約

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種

施工体制台帳（作成例）

［事業所名］

［ 会 社 名 ］

許　可　番　号

　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意見
申 出 方 法

下請契約

契 約
営 業 所

区 分

現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

監 理
技 術 者 名

専 門
技 術 者 名

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

専　任
非専任

資 格 内 容

専 門
技 術 者 名

資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

資 格 内 容

担 当
工 事 内 容

工事業

 第　　　　号

 第　　　　号

《下請負人に関する事項》

会 社 名 代 表 者 名

住 所

 第　　　　号工事業

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

許　可　番　号 許可（更新）年月日

権 限 及 び
意 見 申 出 方 法

大臣　特定
 第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

現 場 代 理 人 名

担当工事内容

　　年　　月　　日
知事　一般

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種

安全衛生責任者名

大臣　特定

雇用保険

資 格 内 容 専 門 技 術 者 名

資 格 内 容

雇用管理責任者名

健康保険等
の加入状況

厚生年金保険

加入　　未加入
適用除外

区分 営業所の名称 健康保険

元請契約

加入　　未加入

適用除外

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
保険加入
の有無 加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外

住　　　　　　　　　所

保険加入
の有無

安全衛生推進者名

主 任 技 術 者 名
専　任
非専任

厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

健康保険

事業所
整理記号等

事業所
整理記号等

健康保険等
の加入状況

営業所の名称 雇用保険健康保険 厚生年金保険

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成特定建設業者の請負契約及び作成特定建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変更契約

の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）
・監理技術者が監理技術者資格を有する事を証する書面及び当該監理技術者が作成特定建設業者に雇用期間を特に
限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成特定建設業者に雇
用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

下請負人については、

この部分が「加入」又は

「適用除外」になって

いることを確認する。

受注者については、入札段階

でチェックしているため、こ

の部分は全て「加入」又は「適

用除外」となっている。 

参考資料⑥ 施工体制台帳及び再下請負通知書（作成例） 
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年 月 日

　

　

有　　無

専門技術者名

資格内容

担当工事内容

現場代理人名

権限及び
意見申出方法

主任技術者名
専　任
非専任

外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

現 場 代 理 人 名

事業所
整理記号等

事業所
整理記号等

健康保険 厚生年金保険

資格内容

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健康保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

安全衛生責任者名

厚生年金保険 雇用保険
雇用管理責任者名

雇用保険

　　年　　月　　日

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

営業所の名称

会 社 名

知事　一般

代表者名

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

主 任 技 術 者 名
専　任
非専任

資 格 内 容

工事業

工事業

 第　　　　号

 第　　　　号

再下請負通知書（作成例）

直 近 上 位
注 文 者 名

【報告下請負業者】

住 所

監 督 員 名 安全衛生責任者名

資 格 内 容 担当工事 内容

権限及び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

雇用管理責任者名

元 請 名 称

《自社に関する事項》

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
年　　　月　　　日　

注文者との
契 約 日

外国人建設就労者の
従事の状況(有無)

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

有　　無

安全衛生推進者名

《再下請負関係》
再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名 代 表 者 名

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

住 所
電 話 番 号

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大臣　特定

 第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

工事業

有　　無
外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

大臣　特定
 第　　　　号 　　年　　月　　日

知事　一般

営業所の名称

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について
締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）

下請負人につい

ては、この部分

が「加入」又は

「適用除外」に

なっていること

を確認する。
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「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」について

所属する事業所

就労形態

労働保険 社会保険

事業所の
形態

常用労働者
の数

雇用保険
医療保険

（いずれか加入）
年金保険

法 人

１人～
常用
労働者

雇用保険※２

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

－ 役員等 －

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

個 人
事業主

５人～
常用
労働者

雇用保険※２

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

１人～４人
常用
労働者

雇用保険※２
・国民健康保険
・国民健康保険組合（建設国保等）

国民年金

－
事業主、
一人親方

－
・国民健康保険
・国民健康保険組合（建設国保等）

国民年金

：事業主に従業員を加入させる義務があるもの ：個人で加入

※１ 年金事務所健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険組合に加入する。
※２ 週所定労働時間が２０時間以上等の要件に該当する場合は常用であるか否かを問わない。

「下請指導ガイドライン」における

「適切な保険」の範囲

３保険

健康保険及び厚生年金保険

３保険

雇用保険
（医療保険と年金保険については個人
で加入）

医療保険と年金保険については
個人で加入
（但し、一人親方は請負としての働き
方をしている場合に限る）※３

※３ 詳しくは、一人親方「社会保険加入
にあたっての判断事例集」参照。

参考資料⑦
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参考資料⑧

 
29

u11526d130135
長方形



 

 
30


	00_表紙・目次
	01_事務処理要領Ver3
	02_社会保険加入対策フローVer3（処理番号入）
	03_社会保険等加入業者に限定等Ｑ＆Ａ（Ver5）
	04_様式Ａ～D（1129修正）
	05_様式①～④工事打合せ簿（理由書提出）Ver3
	06_参考資料（統合）



